
 

貸 借 対 照 表 

(令和６年８月 31 日現在) 

 

 （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 8,310,330 流 動 負 債 5,470,224 

現 金 及 び 預 金 3,181,099 買 掛 金 4,526,504 

売 掛 金 4,412,632 未 払 金 264,753 

棚 卸 資 産 449,337 未 払 法 人 税 等 171,204 

そ の 他 267,260 未 払 消 費 税 70,415 

固 定 資 産 3,927,608 そ の 他 437,345 

有 形 固 定 資 産 144,890 固 定 負 債 178,756 

建 物 附 属 設 備 71,698 資 産 除 去 債 務 24,739 

機 械 装 置 11,161 株 式 給 付 引 当 金 16,921 

工 具 器 具 備 品 386,486 役員退職慰労引当金  117,094 

減 価 償 却 累 計 額 △324,455 そ の 他 固 定 負 債 20,000 

無 形 固 定 資 産 989,358 負 債 合 計 5,648,980 

ソ フ ト ウ ェ ア 838,300 （純 資 産 の 部）  

その他無形固定資産  151,058 株 主 資 本 6,588,958 

投 資 そ の 他 の 資 産 2,793,358 資 本 金 100,000 

子 会 社 株 式 2,512,062 資 本 剰 余 金 260,000 

投 資 有 価 証 券 15,433 資 本 準 備 金 260,000 

繰 延 税 金 資 産 95,701 利 益 剰 余 金 6,228,958 

その他投資その他の資産 170,161  繰 越 利 益 剰 余 金 6,228,958 

  （ う ち 当 期 純 利 益 ） 632,715 

  純 資 産 合 計 6,588,958 

資 産 合 計 12,237,938 負 債 及 び 純 資 産 合  12,237,938 
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個 別 注 記 表 
 
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（利息法） 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、取得原価は移動平均法

により算定） 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

(2) 資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品      

主に個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に 

よっております。 

 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法によっております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備 3 年～18 年 

機械装置    ９年 

工具器具備品 3 年～１5 年 

 

無形固定資産 

定額法によっております。 

なお自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年間)に基づく定額法によっております。 

   

(4) 重要な引当金の計上基準 

株式給付引当金 

当該規程に基づく役員への給付に備えるため、給付見込額のうち当会計年度末における株式給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 

       役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

 

(5) 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

   

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

外貨建有価証券（その他有価証券）は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は全部純資産直 

入法により処理しております。 

 

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 


